
報告第５号 

 

令和元年度加東市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告の件 

 

 令和元年度加東市一般会計繰越明許費を別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。 

 

  令和２年６月４日提出 

加東市長 安 田 正 義  

 



国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

２ 総務費 １ 総務管理費 市運営有償運送事業 8,269,000 8,269,000 0 0 7,500,000 0 769,000

２ 総務費 １ 総務管理費 バスターミナル整備事業 102,214,000 102,214,000 0 0 94,100,000 0 8,114,000

３ 民生費 ２ 児童福祉費
児童福祉事業　病児・病
後児保育事業

500,000 500,000 0 500,000 0 0 0

３ 民生費 ２ 児童福祉費
アフタースクール総務事
業

6,500,000 6,500,000 0 6,500,000 0 0 0

３ 民生費 ２ 児童福祉費 公立こども園総務事業 1,500,000 1,500,000 0 1,484,000 0 0 16,000

３ 民生費 ２ 児童福祉費 児童館総務事業 2,000,000 2,000,000 0 2,000,000 0 0 0

３ 民生費 ２ 児童福祉費
保育所運営事業　保育所
運営事業

6,000,000 6,000,000 0 5,940,000 0 0 60,000

３ 民生費 ２ 児童福祉費
保育所運営事業　特別保
育事業

4,500,000 4,500,000 0 4,500,000 0 0 0

令和元年度 加東市一般会計繰越明許費繰越計算書

款 項 事業名 金　額
翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源
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国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

３ 民生費 ２ 児童福祉費 私立保育所施設整備事業 5,958,000 5,958,000 0 3,972,000 0 0 1,986,000

４ 衛生費 １ 保健衛生費
水道事業会計補助及び出
資事業

239,000 239,000 0 0 0 0 239,000

４ 衛生費 １ 保健衛生費
感染症予防事業　パンデ
ミック対策事業

8,932,000 8,932,000 0 0 0 0 8,932,000

７ 商工費 １ 商工費 商工総務事業 20,000,000 20,000,000 0 0 0 0 20,000,000

７ 商工費 １ 商工費 宿泊施設誘致事業 4,815,000 4,815,000 0 0 0 0 4,815,000

８ 土木費 １ 土木管理費 建設一般事務事業 7,730,000 7,730,000 0 0 0 0 7,730,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交付金
事業（防災・安全交付
金）　道路ストック総点
検事業

16,000,000 16,000,000 0 5,721,000 5,700,000 0 4,579,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交付金
事業（防災・安全交付
金）　橋梁長寿命化修繕
事業

11,483,000 11,483,000 0 4,759,000 3,500,000 0 3,224,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費
公共施設等適正管理推進
事業　道路ストック総点
検事業

60,868,000 38,100,000 0 0 34,300,000 0 3,800,000

款 項 事業名 金　額
翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源
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国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市単独事業 31,790,000 31,070,000 0 0 0 0 31,070,000

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交付金
事業（防災・安全交付
金）　交通安全施設整備
事業

700,000 700,000 0 326,000 300,000 0 74,000

９ 消防費 １ 消防費 常備消防事業 67,566,000 67,566,000 0 0 0 0 67,566,000

１０ 教育費 １ 教育総務費 事務局事業 14,410,000 14,410,000 0 0 0 0 14,410,000

１０ 教育費 １ 教育総務費
インクルーシブ教育事業
発達サポートセンター運
営事業

8,314,000 8,314,000 0 0 7,400,000 0 914,000

１０ 教育費 ２ 小学校費 小学校施設整備事業 7,962,000 7,962,000 0 0 0 0 7,962,000

１０ 教育費 ２ 小学校費 小学校教育振興事務事業 98,251,000 54,601,000 0 11,466,000 10,900,000 0 32,235,000

１０ 教育費 ３ 中学校費 中学校教育振興事務事業 17,075,000 17,075,000 0 4,820,000 4,700,000 0 7,555,000

左　の　財　源　内　訳

既 収 入
特定財源

未収入特定財源
一般財源

款 項 事業名 金　額
翌年度
繰越額
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令和元年度 加東市一般会計繰越明許費繰越計算書 
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１　繰越事業

円 円

２ 総務費 １ 総務管理費 市運営有償運送事業 8,269,000 8,269,000
＜第６号補正＞
地域との調整に不測の日程を要したことにより、車両購入等が年
度内に完了できないため。

２ 総務費 １ 総務管理費
バスターミナル整備
事業

102,214,000 102,214,000
＜第６号補正＞
用地交渉に不測の日程を要したことにより、用地取得等が年度内
に完了できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費
児童福祉事業　病
児・病後児保育事業

500,000 500,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、感染防止用の備品等が品薄
となり、年度内に調達できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費
アフタースクール総
務事業

6,500,000 6,500,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、感染防止
用の備品等が品薄となり、年度内に調達できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費
公立こども園総務事
業

1,500,000 1,500,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、感染防止
用の備品等が品薄となり、年度内に調達できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費 児童館総務事業 2,000,000 2,000,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、感染防止
用の備品等が品薄となり、年度内に調達できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費
保育所運営事業　保
育所運営事業

6,000,000 6,000,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、感染防止
用の備品等が品薄となり、年度内に調達できないため。

項款 繰越理由
翌年度
繰越額

繰越明許費事業名
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円 円

３ 民生費 ２ 児童福祉費
保育所運営事業　特
別保育事業

4,500,000 4,500,000
＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、感染防止
用の備品等が品薄となり、年度内に調達できないため。

３ 民生費 ２ 児童福祉費
私立保育所施設整備
事業

5,958,000 5,958,000
＜第８号補正＞
令和元年度と令和２年度の２か年で実施している私立保育所整備
事業について、国・県補助金の繰越承認が得られたため。

４ 衛生費 １ 保健衛生費
水道事業会計補助及
び出資事業

239,000 239,000

＜第６号補正＞
水道事業会計において、出資対象である広沢浄水場更新工事が、
再入札となったことに伴う施工期間の不足により、事業を繰り越
したため。

４ 衛生費 １ 保健衛生費
感染症予防事業　パ
ンデミック対策事業

8,932,000 8,932,000

＜第７号補正＞
新型コロナウイルス感染症の影響で、マスクや消毒薬、赤外線
サーモグラフィカメラ等が品薄となり、年度内に調達できないた
め。

７ 商工費 １ 商工費 商工総務事業 20,000,000 20,000,000
＜第７号補正＞
兵庫県の「新型コロナウイルス対策貸付」の期間が、令和２年６
月３０日融資実行分までであるため。

７ 商工費 １ 商工費 宿泊施設誘致事業 4,815,000 4,815,000

＜第７号補正＞
市道上中６号線支障物撤去工事について、一括発注した旧加東消
防署解体工事で追加工事が発生したことから、年度内に完了でき
ないため。

８ 土木費 １ 土木管理費 建設一般事務事業 7,730,000 7,730,000

＜第４号補正＞
加東市幹線道路網整備基本計画に併せ、自転車道ネットワーク整
備計画を策定する業務委託を追加したことに伴う委託期間の延長
により、年度内に完了できないため。

繰越理由款 項 事業名 繰越明許費
翌年度
繰越額
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円 円

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交
付金事業（防災・安
全交付金）　道路ス
トック総点検事業

16,000,000 16,000,000

＜第６号補正＞
市道山麓線法面修繕工事について、国の補正予算（令和２年１月
３０日成立）により採択された事業であり、年度内に完了できな
いため。

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交
付金事業（防災・安
全交付金）　橋梁長
寿命化修繕事業

11,483,000 11,483,000

＜第６号補正＞
谷田橋橋梁補修工事について、着手後、施工方法について地元と
再協議する必要が生じ、不測の日数を要したことから、年度内に
完了できないため。

８ 土木費 ２ 道路橋梁費
公共施設等適正管理
推進事業　道路ス
トック総点検事業

60,868,000 38,100,000
＜第６号補正＞
市道梅ノ木峠線法面修繕工事において、主たる材料の鋼管の製作
が遅れたことから、年度内に完了できないため。

８ 土木費 ２ 道路橋梁費 市単独事業 31,790,000 31,070,000

＜第６号補正・第７号補正＞
市道上中牧野線道路改良工事において、用地交渉に時間を要した
こと、及びＬ型擁壁工の製品が契約後の受注製作となり、納品に
時間を要したこと、また、市道上中５号線道路拡幅工事におい
て、一括発注した旧加東消防署解体工事で追加工事が発生したこ
とから、年度内に完了できないため。

８ 土木費 ２ 道路橋梁費

社会資本整備総合交
付金事業（防災・安
全交付金）　交通安
全施設整備事業

700,000 700,000

＜第６号補正＞
未就学児の安全対策に係る交通安全施設整備工事は、国の補正予
算（令和２年１月３０日成立）により採択された事業であり、年
度内に完了できないため。

９ 消防費 １ 消防費 常備消防事業 67,566,000 67,566,000

＜第７号補正＞
旧加東消防署解体工事について、隣接民家の敷地に接する基礎部
分を撤去すると隣地に影響を及ぼす恐れがあることが判明し、対
策工事を追加したことにより、年度内に完了できないため。

款 項 事業名 繰越明許費
翌年度
繰越額

繰越理由
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円 円

１０ 教育費 １ 教育総務費 事務局事業 14,410,000 14,410,000

＜第６号補正＞
ＧＩＧＡスクール構想の実現のための庁内ネットワークの機器増
強等は、国の補正予算（令和２年１月３０日成立）に伴う附随事
業であり、年度内に完了できないため。

１０ 教育費 １ 教育総務費
インクルーシブ教育
事業　発達サポート
センター運営事業

8,314,000 8,314,000

＜第７号補正＞
発達サポートセンター改修工事において使用する空調設備及びト
イレ等の部材の一部について、新型コロナウイルス感染症の影響
によりメーカーが出荷を停止したことから、年度内に完了できな
いため。

１０ 教育費 ２ 小学校費 小学校施設整備事業 7,962,000 7,962,000

＜第７号補正＞
社小学校及び滝野東小学校特別支援教室等改修工事において使用
する手すりや間仕切り壁等の部材の一部について、新型コロナウ
イルス感染症の影響によりメーカーが出荷を停止したことから、
年度内に完了できないため。

１０ 教育費 ２ 小学校費
小学校教育振興事務
事業

98,251,000 54,601,000

＜第６号補正＞
ＧＩＧＡスクール構想の実現のための校内ネットワーク整備は、
国の補正予算（令和２年１月３０日成立）による事業であり、年
度内に完了できないため。
※繰越明許費と翌年度繰越額との差額４３，６５０千円について
は、タブレット端末の購入費で、文部科学省において全額本省繰
越となったことにより、繰越をせず、令和２年度補正予算（第２
号）で改めて予算計上した。

１０ 教育費 ３ 中学校費
中学校教育振興事務
事業

17,075,000 17,075,000

＜第６号補正＞
ＧＩＧＡスクール構想の実現のための校内ネットワーク整備は、
国の補正予算（令和２年１月３０日成立）による事業であり、年
度内に完了できないため。

繰越理由款 項 事業名 繰越明許費
翌年度
繰越額
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２　繰越明許費のうち、繰越しない事業

円 円

６ 農林水産
業費

１ 農業費
農村地域防災減災事
業　団体営ため池等
整備事業

42,000,000 0
＜第６号補正＞
ため池耐震調査は、国の補正予算で採択されなかったため、繰越
をせず、令和２年度予算で実施することとした。

８ 土木費 ３ 河川費
急傾斜地崩壊対策事
業

3,000,000 0
＜第６号補正＞
新定地区急傾斜地崩壊対策事業について、兵庫県との協議の結
果、年度内に負担金を全額支出したため。

９ 消防費 １ 消防費 非常備消防事業 207,000 0
＜第６号補正＞
消防団員に支給するゴム製長靴（中国製）について、年度内に調
達が完了したため。

繰越明許費
翌年度
繰越額

円 円

558,783,000 446,438,000

繰越明許費
事業数

翌年度
繰越事業数

28 25

繰越しない理由款 項 事業名 繰越明許費
翌年度
繰越額
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